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贈
与
税
の
納
税
猶
予
を
適
用
し
て
い
る
場
合

の
特
定
貸
付
け
の
特
例
に
つ
い
て
、
農
地
中
間

管
理
事
業
の
た
め
に
特
定
貸
付
け
が
行
わ
れ
た

場
合
は
、
受
贈
者
の
納
税
猶
予
の
適
用
期
間
が

一
〇
年
以
上
（
貸
付
け
時
に
お
い
て
六
五
歳
未

満
の
場
合
に
は
、
二
〇
年
以
上
）
で
あ
る
こ
と

と
す
る
要
件
を
課
さ
な
い
。

産
業
競
争
力
強
化
法
に
規
定
す
る
認
定
事
業
再

編
計
画
等
に
基
づ
き
行
う
登
記
に
対
す
る
登
録
免

許
税
の
税
率
の
軽
減
措
置
に
つ
い
て
、
そ
の
適
用

対
象
か
ら
認
定
中
小
企
業
承
継
事
業
再
生
計
画
に

係
る
登
記
を
除
外
し
た
上
、
そ
の
適
用
期
限
を
二

年
延
長
す
る
こ
と
と
し
た
。（
租
税
特
別
措
置
法
第

八
〇
条
関
係
）

特
定
創
業
支
援
事
業
に
よ
る
支
援
を
受
け
て
行

う
株
式
会
社
の
設
立
の
登
記
に
対
す
る
登
録
免
許

税
の
税
率
の
軽
減
措
置
に
つ
い
て
、
適
用
対
象
に

次
に
掲
げ
る
会
社
の
設
立
の
登
記
を
加
え
、
当
該

登
記
に
対
す
る
登
録
免
許
税
の
税
率
を
そ
れ
ぞ
れ

次
の
と
お
り
軽
減
す
る
措
置
を
講
じ
た
上
、
そ
の

適
用
期
限
を
二
年
延
長
す
る
こ
と
と
し
た
。（
租
税

特
別
措
置
法
第
八
〇
条
関
係
）

合
名
会
社
又
は
合
資
会
社

申
請
件
数
一
件

に
つ
き
三
万
円
（
本
則
六
万
円
）

合
同
会
社

一
、
〇
〇
〇
分
の
三
・
五
（
最

低
税
額
三
万
円
）（
本
則
一
、〇
〇
〇
分
の
七（
最

低
税
額
六
万
円
））

５

消
費
課
税

入
国
者
が
輸
入
す
る
ウ
イ
ス
キ
ー
等
に
係
る
酒

税
の
税
率
の
特
例
措
置
の
適
用
期
限
を
一
年
延
長

す
る
こ
と
と
し
た
。（
租
税
特
別
措
置
法
第
八
七
条

の
五
関
係
）

ビ
ー
ル
に
係
る
酒
税
の
税
率
の
特
例
措
置
の
適

用
期
限
を
二
年
延
長
す
る
こ
と
と
し
た
。（
租
税
特

別
措
置
法
第
八
七
条
の
六
関
係
）

入
国
者
が
輸
入
す
る
紙
巻
た
ば
こ
の
た
ば
こ
税

の
税
率
の
特
例
措
置
の
適
用
期
限
を
一
年
延
長
す

る
こ
と
と
し
た
。（
租
税
特
別
措
置
法
第
八
八
条
の

二
関
係
）

自
動
車
重
量
税
の
免
税
等
の
特
例
措
置
の
適
用

対
象
に
、
車
両
総
重
量
が
七
・
五
ト
ン
を
超
え
る

バ
ス
・
ト
ラ
ッ
ク
で
平
成
二
八
年
デ
ィ
ー
ゼ
ル
重

量
車
排
出
ガ
ス
規
制
に
適
合
す
る
等
の
要
件
を
満

た
す
も
の
を
加
え
る
こ
と
と
し
た
。（
租
税
特
別
措

置
法
第
九
〇
条
の
一
二
関
係
）

一
一

納
税
貯
蓄
組
合
法
の
一
部
改
正
関
係

納
税
貯
蓄
組
合
預
金
に
つ
い
て
、
農
業
協
同
組
合
連

合
会
を
指
定
金
融
機
関
の
範
囲
に
加
え
る
こ
と
と
し

た
。（
納
税
貯
蓄
組
合
法
第
二
条
関
係
）

一
二

内
国
税
の
適
正
な
課
税
の
確
保
を
図
る
た
め
の
国

外
送
金
等
に
係
る
調
書
の
提
出
等
に
関
す
る
法
律
の
一

部
改
正
関
係

国
外
送
金
等
を
す
る
者
の
告
知
書
又
は
国
外
証
券
移

管
等
を
す
る
者
の
告
知
書
の
提
出
に
つ
い
て
、
こ
れ
ら

の
告
知
書
に
個
人
番
号
の
記
載
を
要
し
な
い
者
の
範
囲

に
つ
い
て
整
備
を
行
う
こ
と
と
し
た
。（
内
国
税
の
適
正

な
課
税
の
確
保
を
図
る
た
め
の
国
外
送
金
等
に
係
る
調

書
の
提
出
等
に
関
す
る
法
律
第
三
条
関
係
）

一
三

東
日
本
大
震
災
の
被
災
者
等
に
係
る
国
税
関
係
法

律
の
臨
時
特
例
に
関
す
る
法
律
の
一
部
改
正
関
係

１

個
人
所
得
課
税

東
日
本
大
震
災
復
興
特
別
区
域
法
に
規
定
す
る

特
定
地
方
公
共
団
体
と
の
間
に
完
全
支
配
関
係
が

あ
る
内
国
法
人
が
発
行
す
る
利
益
連
動
債
（
地
方

公
共
団
体
が
債
務
保
証
を
し
な
い
も
の
に
限
る
。）

に
つ
き
支
払
を
受
け
る
利
子
及
び
償
還
差
益
に
つ

い
て
は
、
平
成
三
一
年
三
月
三
一
日
ま
で
に
発
行

さ
れ
る
も
の
に
限
り
、
振
替
社
債
等
の
利
子
等
の

課
税
の
特
例
に
お
い
て
非
課
税
の
対
象
と
さ
れ
る

特
定
振
替
社
債
等
に
該
当
す
る
も
の
と
す
る
こ
と

と
し
た
。（
東
日
本
大
震
災
の
被
災
者
等
に
係
る
国

税
関
係
法
律
の
臨
時
特
例
に
関
す
る
法
律
第
一
〇

条
関
係
）

特
定
住
宅
被
災
市
町
村
の
区
域
内
の
土
地
等
を

地
方
公
共
団
体
等
に
譲
渡
し
た
場
合
の
二
、
〇
〇

〇
万
円
特
別
控
除
に
つ
い
て
、
適
用
対
象
と
な
る

事
業
は
地
方
公
共
団
体
等
が
行
う
東
日
本
大
震
災

か
ら
の
復
興
の
た
め
の
事
業
で
あ
る
こ
と
を
明
確

化
し
た
上
、
そ
の
適
用
期
限
を
五
年
延
長
す
る
こ

と
と
し
た
。（
東
日
本
大
震
災
の
被
災
者
等
に
係
る

国
税
関
係
法
律
の
臨
時
特
例
に
関
す
る
法
律
第
一

一
条
の
五
、
第
一
八
条
の
九
及
び
第
二
六
条
の
九

関
係
）

次
に
掲
げ
る
住
宅
取
得
等
に
係
る
措
置
に
つ
い

て
、
改
正
前
の
居
住
者
が
満
た
す
べ
き
要
件
と
同

様
の
要
件
の
下
で
、
非
居
住
者
が
住
宅
の
新
築
取

得
等
を
す
る
場
合
等
に
つ
い
て
適
用
で
き
る
こ
と

と
し
た
。

東
日
本
大
震
災
の
被
災
者
等
に
係
る
住
宅
借

入
金
等
を
有
す
る
場
合
の
所
得
税
額
の
特
別
控

除
等
の
重
複
適
用
に
係
る
特
例
（
東
日
本
大
震

災
の
被
災
者
等
に
係
る
国
税
関
係
法
律
の
臨
時

特
例
に
関
す
る
法
律
第
一
三
条
関
係
）

東
日
本
大
震
災
の
被
災
者
等
に
係
る
住
宅
借

入
金
等
を
有
す
る
場
合
の
所
得
税
額
の
特
別
控

除
の
控
除
額
に
係
る
特
例
（
東
日
本
大
震
災
の

被
災
者
等
に
係
る
国
税
関
係
法
律
の
臨
時
特
例

に
関
す
る
法
律
第
一
三
条
の
二
関
係
）

復
興
指
定
会
社
が
発
行
し
た
株
式
を
取
得
し
た

場
合
の
課
税
の
特
例
に
つ
い
て
、
適
用
対
象
と
な

る
東
日
本
大
震
災
復
興
特
別
区
域
法
の
指
定
会
社

に
係
る
同
法
の
規
定
に
基
づ
く
指
定
期
限
を
五
年

延
長
す
る
こ
と
と
し
た
。（
東
日
本
大
震
災
の
被
災

者
等
に
係
る
国
税
関
係
法
律
の
臨
時
特
例
に
関
す

る
法
律
第
一
三
条
の
三
関
係
）

金
融
機
能
の
強
化
の
た
め
の
特
別
措
置
に
関
す

る
法
律
に
規
定
す
る
経
営
強
化
計
画
に
基
づ
き
行

う
登
記
に
対
す
る
登
録
免
許
税
の
税
率
の
軽
減
措

置
の
適
用
期
限
を
一
年
延
長
す
る
こ
と
と
し
た
。

（
租
税
特
別
措
置
法
第
八
〇
条
の
二
関
係
）

国
際
船
舶
の
所
有
権
の
保
存
登
記
等
に
対
す
る

登
録
免
許
税
の
税
率
の
軽
減
措
置
に
つ
い
て
、
対

象
と
な
る
国
際
船
舶
を
特
に
輸
送
能
力
の
高
い
一

定
の
国
際
船
舶
で
航
行
の
安
全
が
確
保
さ
れ
て
い

る
も
の
と
し
て
一
定
の
基
準
を
満
た
す
も
の
（
改

正
前
建
造
さ
れ
た
日
か
ら
五
年
を
経
過
し
て
い
な

い
も
の
）
と
し
た
上
、
そ
の
適
用
期
限
を
二
年
延

長
す
る
こ
と
と
し
た
。（
租
税
特
別
措
置
法
第
八
二

条
の
二
関
係
）

特
定
の
社
債
的
受
益
権
に
係
る
特
定
目
的
信
託

の
終
了
に
伴
い
信
託
財
産
を
買
い
戻
し
た
場
合
の

所
有
権
の
移
転
登
記
等
に
対
す
る
登
録
免
許
税
の

免
税
措
置
の
適
用
期
限
を
三
年
延
長
す
る
こ
と
と

し
た
。（
租
税
特
別
措
置
法
第
八
三
条
の
四
関
係
）

鉄
道
事
業
者
が
取
得
し
た
特
定
の
鉄
道
施
設
に

係
る
土
地
等
の
所
有
権
の
移
転
登
記
等
に
対
す
る

登
録
免
許
税
の
免
税
措
置
に
つ
い
て
、
旅
客
鉄
道

株
式
会
社
及
び
日
本
貨
物
鉄
道
株
式
会
社
に
関
す

る
法
律
の
改
正
に
伴
う
所
要
の
規
定
の
整
備
を

行
っ
た
上
、
そ
の
適
用
期
限
を
七
年
延
長
す
る
こ

と
と
し
た
。（
租
税
特
別
措
置
法
第
八
四
条
の
二
関

係
）高

等
学
校
、
大
学
等
の
一
定
の
生
徒
又
は
学
生

に
対
し
て
無
利
息
そ
の
他
一
定
の
条
件
で
行
わ
れ

る
学
資
と
し
て
の
資
金
の
貸
付
け
に
係
る
消
費
貸

借
契
約
書
の
う
ち
、
平
成
二
八
年
四
月
一
日
か
ら

平
成
三
一
年
三
月
三
一
日
ま
で
の
間
に
作
成
さ
れ

る
も
の
に
は
、印
紙
税
を
課
さ
な
い
こ
と
と
し
た
。

（
租
税
特
別
措
置
法
第
九
一
条
の
二
関
係
）

次
に
掲
げ
る
租
税
特
別
措
置
の
適
用
期
限
を
二

年
延
長
す
る
こ
と
と
し
た
。

特
定
認
定
長
期
優
良
住
宅
の
所
有
権
の
保
存

登
記
等
に
対
す
る
登
録
免
許
税
の
税
率
の
軽
減

措
置
（
租
税
特
別
措
置
法
第
七
四
条
関
係
）

認
定
低
炭
素
住
宅
の
所
有
権
の
保
存
登
記
等

に
対
す
る
登
録
免
許
税
の
税
率
の
軽
減
措
置

（
租
税
特
別
措
置
法
第
七
四
条
の
二
関
係
）

特
定
の
増
改
築
等
が
さ
れ
た
住
宅
用
家
屋
の

所
有
権
の
移
転
登
記
に
対
す
る
登
録
免
許
税
の

税
率
の
軽
減
措
置
（
租
税
特
別
措
置
法
第
七
四

条
の
三
関
係
）

マ
ン
シ
ョ
ン
建
替
事
業
の
施
行
者
等
が
受
け

る
権
利
変
換
手
続
開
始
の
登
記
等
に
対
す
る
登

録
免
許
税
の
免
税
措
置
（
租
税
特
別
措
置
法
第

七
六
条
関
係
）

農
地
中
間
管
理
機
構
が
農
用
地
等
を
取
得
し

た
場
合
の
所
有
権
の
移
転
登
記
に
対
す
る
登
録

免
許
税
の
税
率
の
軽
減
措
置
（
租
税
特
別
措
置

法
第
七
七
条
の
二
関
係
）

預
金
保
険
法
に
規
定
す
る
第
一
号
措
置
を
行

う
べ
き
旨
の
内
閣
総
理
大
臣
の
決
定
等
に
基
づ

く
預
金
保
険
機
構
に
よ
る
金
融
機
関
等
の
株
式

の
引
受
け
等
に
伴
い
、
当
該
金
融
機
関
等
が
受

け
る
資
本
金
の
額
の
増
加
の
登
記
等
に
対
す
る

登
録
免
許
税
の
税
率
の
軽
減
措
置
（
租
税
特
別

措
置
法
第
八
〇
条
関
係
）

認
定
特
定
民
間
中
心
市
街
地
経
済
活
力
向
上

事
業
計
画
に
基
づ
き
不
動
産
を
取
得
し
た
場
合

の
所
有
権
の
移
転
登
記
等
に
対
す
る
登
録
免
許

税
の
税
率
の
軽
減
措
置
（
租
税
特
別
措
置
法
第

八
一
条
関
係
）

特
定
空
港
運
営
事
業
に
係
る
公
共
施
設
等
運
営

権
の
設
定
登
録
に
対
す
る
登
録
免
許
税
の
税
率
の

軽
減
措
置
は
、
適
用
期
限
の
到
来
を
も
っ
て
廃
止

す
る
こ
と
と
し
た
。（
旧
租
税
特
別
措
置
法
第
八
二

条
関
係
）
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